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○阿南市総合計画審議会設置条例  

昭和４４年３月３１日  

阿南市条例第１０号  

（設置）  

第１条　市長の諮問に応じ、阿南市の総合計画の作成及びその実施に

関し重要事項を調査審議するため、市長の附属機関として、阿南市

総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。  

（組織）  

第２条　審議会は、委員２５人以内をもって組織する。  

（委員）  

第３条　委員は、識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。  

２　委員の任期は、１年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。  

３　委員は、再任されることができる。  

４　委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命される

まで引き続きその職務を行うものとする。  

（会長）  

第４条　審議会に、会長を置き、委員の互選によってこれを定める。  

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。  

３　会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その

職務を代理する。  

（会議）  

第５条　審議会の会議は、会長が招集する。  

２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決す

ることができない。  

３　審議会の会議の議事は出席委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、会長の決するところによる。  

４　審議会の会議は、これを公開する。ただし、阿南市情報公開条例

（平成１２年阿南市条例第３７号）第７条各号に規定する不開示情

報が公になるおそれがある場合において、出席委員の３分の２以上
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の多数で議決したときは、非公開とすることができる。  

（資料提出の要求等）  

第６条　審議会は、その所掌事務を遂行するために必要があると認め

るときは、関係執行機関に対し、調査に必要な資料その他の資料の

提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。  

２　審議会は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認め

るときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依

頼することができる。  

（審議会の運営）  

第７条　この条例に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運

営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。  

附　則  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成２年３月２６日条例第１号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成２年９月２６日条例第２１号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成４年６月２０日条例第２７号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成１１年１２月２１日条例第２６号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成１２年６月２１日条例第２８号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成１４年６月２８日条例第２６号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成１７年６月２４日条例第１５号）  

この条例は、公布の日から施行する。  

附　則（平成１７年９月３０日条例第２３号抄）  

（施行期日）  

１　この条例は、公布の日から施行する。
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阿南市総合計画策定に関する規程  

令和２年３月１２日  

阿南市訓令第２号  

阿南市総合計画策定に関する規程（昭和４５年阿南市規程第３号）

の全部を改正する。  

（趣旨）  

第１条　この訓令は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、

本市の総合計画の策定等に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。  

（１）　総合計画　市の全ての行政分野を対象として総合的に策

定された行政運営の最上位計画を指し、基本構想、基本計画及

び実施計画からなるものをいう。  

（２）　基本構想　市の目指す将来の都市像を掲げ、その都市像

を実現するための基本的な施策の大綱を示すものをいう。  

（３）　基本計画　基本構想に掲げた都市像を実現するために必

要な施策を体系的に示すものをいう。  

（４）　実施計画　基本計画に基づき実施する具体的な事業を体

系的に定めたものをいう。  

（総合計画の策定）  

第３条　市長は、総合的かつ計画的な市政の運営を図るため、総合

計画を策定するものとする。  

（策定方針）  

第４条　市長は、総合計画が市の最上位の計画として位置付けられ

るものであることを踏まえ、総合的見地からこれを策定するもの

とする。  

２　市長は、総合計画の策定に当たっては、その時々の地域の実情、
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社会経済情勢及び財政状況等を勘案し、これらとの整合性を確保

するものとする。  

３　市長は、総合計画を策定しようとするときは、広く市民の意見

を聴くために必要な措置を講じるものとする。  

４　前３項の規定は、総合計画を変更しようとするときについて準

用する。  

（基本構想の策定）  

第５条　基本構想は、前条に規定する策定方針に基づき、第１０条

で設置する阿南市総合計画策定委員会（以下「策定委員会」とい

う。）において原案を作成し、市長が阿南市総合計画審議会（以

下「審議会」という。）に諮問した後、議会の議決を経て、策定

するものとする。  

（基本計画の策定）  

第６条　基本計画は、第４条に規定する策定方針及び基本構想に基

づき、策定委員会において原案を作成し、市長が審議会に諮問し

た後、策定するものとする。  

（実施計画の策定）  

第７条　実施計画は、基本計画に基づき、策定委員会において原案

を作成し、市長が策定するものとする。  

（総合計画の公表）  

第８条　市長は、総合計画を策定したときは、速やかに、これを公

表するものとする。これを変更し、又は廃止したときも、同様と

する。  

（総合計画と市政の各分野における計画との整合）  

第９条　市政の各分野における施策の基本的な事項を定める計画

は、総合計画と整合性のとれたものでなければならない。  

（策定委員会の設置）  

第１０条　総合計画の原案を作成するため、策定委員会を置く。  
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（策定委員会の所掌事務）  

第１１条　策定委員会は、次に掲げる事務を所掌する。  

（１）　基本構想の原案の策定に関すること。  

（２）　基本計画の原案の策定に関すること。  

（３）　実施計画の原案の策定に関すること。  

（４）　総合計画に基づく施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施の状況を調査審議すること。  

（５）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項を

処理すること。  

（策定委員会の組織）  

第１２条　策定委員会は、委員２５人以内をもって組織する。  

２　委員は、市職員のうちから、市長が任命する。  

（策定委員会の委員の任期）  

第１３条　委員の任期は、任命の日からその日の属する年度の末日

までとする。  

２　委員は、再任されることができる。  

（策定委員会の会長及び副会長）  

第１４条　策定委員会に会長及び副会長１人を置く。  

２　会長及び副会長は、委員の互選により定める。  

３　会長は会務を総理し、策定委員会を代表する。  

４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けた

ときは、その職務を代理する。  

（策定委員会の会議）  

第１５条　策定委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２　策定委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くこ

とができない。  

３　策定委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数

のときは、議長が決するところによる。  



4/4

（策定委員会の意見の聴取等）  

第１６条　策定委員会は、その所掌事務を遂行するため必要がある

と認めるときは、委員以外の者に対し、策定委員会への出席を求

め、その意見を聴き、若しくは説明を求め、又は資料の提出を求

めることができる。  

（策定委員会の庶務）  

第１７条　策定委員会の庶務は、企画部企画政策課において処理す

る。  

（審議会への諮問）  

第１８条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、阿南市

総合計画審議会設置条例（昭和４４年阿南市条例第１０号）で規

定する審議会に諮問するものとする。  

（１）　基本構想及び基本計画を策定しようとするとき。  

（２）　基本構想及び基本計画を変更又は廃止しようとする場合

において特に必要があると認めるとき。  

（委任）  

第１９条　この訓令に定めるもののほか、この訓令の施行に関する

必要な事項は、市長が別に定める。  

附　則  

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。  


